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1 論文の概要と構成 
 
本論文は、韓国政治において重要な意味をもつ「地域主義」の実態を市民の政治意識調
査に基づいて把握することにより、韓国の「地域主義」の要因を探ることを目的としたも
のである。特に、本論文は既存の「地域主義」に関する先行研究が経済、歴史、文化的要
因という三つの領域で個別に論及されてきた現実を踏まえ、これを克服するために「地域
主義」に関する政治意識調査という実証的研究を通じて「地域主義」の要因を把握し分析
することを試みた点に本論文の独創性がある。本論文の構成は以下のとおりである。 
序章  
第 1 章 大韓民国の成立と統治体制の変遷 
第 2 章 大統領選挙と「地域主義」 
第 3 章 国会議員選挙と「地域主義」 
第 4 章 「地域主義」の政治経済的要因 
第 5 章 「地域主義」の社会文化的要因 
第 6 章 韓国政治における「地域主義」の特徴と課題 
終章   
 
まず、各章の概要を紹介する。 
本論文は、序章及び終章を除き本文は全 6 章で構成されている。序章では本論文の目的
と問題提起、研究方法、先行研究の考察、論文の構成などを説明している。序章の第 1 節
では、本論文の目的と問題提起を行い、韓国社会の病弊とまで言われる地域葛藤の問題を
取り上げる意義を述べている。また、地域葛藤の原因を歴史的に形成されてきた地域偏見
に求める見解も強く主張されていることから、韓国社会の対立を助長してきた地域葛藤の
歴史的形成過程に関して、「地域主義」の歴史的背景という視点から概説を行っている。序
章の第 2 節では、「地域主義」に関する現在までの先行研究を主張ごとに分類整理して概
説し、各主張の問題点に関して検討を加えている。第 3 節では、本論文の研究方法に関し
ての解説を行っている。本論文は、「地域主義」の現象を実証的に分析することを目的とし
ているので、2010 年 5 月に独自に実施した政治意識調査の実施概要について詳細な解説
を加えている。 
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 第 1 章は、大韓民国の成立以降の権力者たちが憲法改正を繰り返し、統治体制や選挙制
度を恣意的に変更することにより自己の権力保持を図っていたかを明らかにすることを目
的としている。最初に、国家の最高規範である憲法改正の歴史を整理して概観し、次に、
大韓民国憲法の成立過程について解説を行っている。憲法改正の歴史を辿ることを軸とし
て、権力者の恣意的な意図により統治制度と選挙制度が猫の目のように変遷して来た実態
を明らかにしている。更に、韓国の経済発展期における軍事政権下での憲法改正過程を辿
ることにより、国民の願いであった大統領の直接選挙制度が採用されることはなく権力者
の権力維持の意図から憲法改正が行われ選挙制度も変遷した実態を明らかにすると共に、
権威主義的政治体制の下で、地域間の経済格差とはじめとする様々な偏重が実施されたこ
とにより、地域葛藤が増幅されて来た事実を明らかにしている。 
第 2 章は、大統領選挙において表出した「地域主義」の実態を把握することを目的とし
ている。第 1 節では、日本の植民地から解放されて以降の権威主義政権時代の有権者の投
票行動の特徴を整理分析している。通常は、都市圏では進歩的な勢力が有権者の支持を強
く集め、農村部では保守的な勢力が有権者の支持を強く集める構図（以下、与村野都とい
う）が観察され、「地域主義」の現象は観察されないとされて来たが、この主張には根拠が
無いことを明らかにしている。第 2 節では、民主化以降の第 13 代大統領選挙から第 15 代
大統領選挙までの「地域主義」の形態を詳細に分析することにより「地域主義」の実態を
明らかにしている。第 3 節では、2002 年に実施された第 16 代大統領選挙と「地域主義」
の形態を分析することを通じて「地域主義」の膠着化現象を明らかにし、盧武鉉の当選の
大きな要因が「地域主義」の利用であったことを明らかにしている。第 4 節では、2007
年に実施された第 17 代大統領選挙と「地域主義」の形態を分析することを通じて、「地域
主義」が韓国の政治文化と深い関係を持っていることを明らかにしている。すなわち、本
論文は、既存の先行研究が指摘するような、静態的に「地域主義」を把握するのではなく、
動力学的なモデルとして投票行動を把握するべきであると主張している。 
 第 3 章は、国会議員選挙に表出した「地域主義」の実態を明らかにすることを意図して
いる。第 1 節では、権威主義政権時代に実施された全 12 回の国会議員総選挙の実態を把
握することを目的とし、第 2 節では、民主化以降に実施された第 13 代国会議員総選挙か
ら 2008 年 2 月 25 日に実施された第 18 代国会議員総選挙までの有権者の投票行動を分析
している。従来から、権威主義政権時代には与村野都の現象、民主化以降は「地域主義」
の現象という二元的な理解がなされてきている。しかし、本論文では選挙結果の分析を通
じて権威主義政権時代に実施された 12 回の国会議員選挙の中の半数の 6 回では与村野都
の現象は発見できないことを明らかにしている。更に、権威主義政権時代にも「地域主義」
の現象と把握できる事例が存在することを抽出している。すなわち、「地域主義」は検出さ
れないとされる権威主義政権時代において「地域主義」の現象が表出したりしなかったり
していると評価できる事実がある。この事実は、「地域主義」の原因を静態的な要因に求め
ようとする先行研究に課題が存在することを示唆するものであり、動力学的な投票行動モ
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デルによる「地域主義」の把握が必要であることを明らかにしている。 
第 4 章から第 6 章は「地域主義」を実証的に分析することを目的として、2010 年 5 月
に実施した政治意識調査の結果を整理して分析を行っている。第 4 章は、政治意識調査に
おける設問項目の中で「地域主義」の政治経済的要因に関する結果を分析して整理してい
る。「地域主義」の原因を経済政策の差別的偏重に求める見解が有力説を形成していること
から、その点に細心の注意を払い分析を試みている。更に、政治意識調査における設問項
目の中で「地域主義」の政治的要因に関する結果を分析して整理している。現在の「地域
主義」の原因を政治的な観点から議論する見解が通説を形成していると言え、特に政治家
の作為や地域住民の合理的選択理論が主流をなしている。したがって、合理的選択理論の
妥当性を検討する意味からも詳細な分析を行っている。政治意識調査の結果分析から、地
域対立の原因の中でも国民の過半数の人々が政治家によって地域対立感情が駆り立てられ
たからであると認識している事実を抽出している。この事実を踏まえ、地域感情のような
人間の精神活動と密接に関連する事柄に関しては地域葛藤の存在を前提にしなければ自己
矛盾に陥ることを指摘し、韓国政治文化の独自性に注目するべきであることを明らかにし
ている。 
第 5 章は、第 4 章で発掘した情報を基礎として、本論文の主張の一部を形成する「地域
主義」の社会文化的な要因に関して行った政治意識調査の結果を詳細に分析している。「地
域主義」の社会文化的要因を検討する目的で実施した政治意識調査の結果分析を中心に議
論を展開し、「地域主義」の社会文化的要因を形成する韓国人の社会的性格を論じる前提と
して、政治学における政治と文化に関する一般理論と議論の展開を把握している。この前
提を踏まえて、韓国人の社会構造を説明するために、「우리（ウリ）共同体」構造という概
念を新たに提示して、「우리（ウリ）共同体」の概念と構造について解説を加え、「우리（ウ
リ）共同体」構造の中核を構成している「한（恨）」の情念に関する解説を行っている。更
に、利害関係と「우리（ウリ）共同体」の概念がどのような関係を持つのかを明らかにし
ている。また、韓国社会の社会的特性としての競争性が「우리（ウリ）共同体」構造とど
のような関係を持ち、競争性から派生する対立性・分派性などが形成されるメカニズムを
明らかにしている。朱子学的思考法に起因する権威主義的性向や韓国社会に内包する上昇
志向性に関しても論及している。 
第 6 章は、先行研究の言説を辿ることにより限界を指摘しつつ「地域主義」の発生メカ
ニズムを解析することに努力している。主要な先行研究の問題点を指摘することにより「地
域主義」を動力学的なモデルとして把握する必要性を明らかにし、制度的な側面の要因分
析も必要であることを今回の政治意識調査は示すものであることを踏まえて、先行研究に
おいて論及されることの少ない大統領制に内在する要因分析を行っている。更に、民主化
以降の韓国の政治状況が、政治家による地域葛藤の政治利用を促し「地域主義」に発展し
た状況を明らかにしている。また、先行研究で指摘されてきた要因の重要度を検出する目
的で、政治意識調査の結果に回帰分析の手法を取り入れて再度の分析を試みている。結論
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として、これまでの議論を踏まえた上で「地域主義」の表出を動力学的なモデルとして理
解することにより合理的な解釈が可能であることを示し、投票行動モデルとして著名なミ
シガン大学モデルを参考にして、本論文独自の投票行動モデルを提示して「地域主義」の
現象の発生メカニズムを明らかにしている。 
終章は、第 1 章から第 6 章までの議論を振り返ることにより本論文の結論を導き出して
いる。 
 
2. 論文の特徴と評価 
 
本論文は、次のような諸点に意義と特徴を見出すことができる。 
第一に、韓国の「地域主義」に関する先行研究では、「地域主義」に関する全国規模の政
治意識調査に基づき実証分析を試みているものはないことから、研究史上はじめての全国
意識調査を用いた研究であることに最大の意義を持っている。 
第二に、先行研究の多くが特定の選挙に焦点を当てて、その選挙に表出する地域葛藤現
象を分析しているが、本論文では、日本の植民地から解放されて以降の大統領選挙及び国
会議員選挙を対象として総合的に分析を加えており、先行研究より広い視野から「地域主
義」の問題に向き合っている。 
第三に、既存の先行研究を整理して分類し、既存の先行研究の何れも「地域主義」の表
出原因として掲げている言説には欠点があることを、政治意識調査の結果は示しているこ
とを明らかにしている。既存の先行研究のように原因を静態的に把握することには限界が
存在することから、動力学的な投票行動モデルを提示し「地域主義」の表出メカニズムを
解説している。韓国の選挙の特徴を民主化以前は与村野都の現象、民主化以降は「地域主
義」の現象と二元化して理解されてきたが、このような二元的理解では 1971 年の大統領
選挙の説明が困難になり、通常説明を避けていることが多い。動力学的な投票行動モデル
として理解することにより、全ての選挙を合理的に説明することが可能になることを明ら
かにしている。 
第四に、動力学的な投票行動モデルは社会学的変数、心理学的変数、政治学的変数から
構成されるが、長期的要因である社会学的変数及び心理学的変数の内実を明らかにする目
的で、「우리（ウリ）共同体」意識と「우리（ウリ）共同体」構造という概念を新たに提示
することにより具体的に説明している。韓国人の社会的性格を社会学的に分析する作業を
通して、韓国の各種選挙に表出する「地域主義」と呼ばれる特殊な政治現象を合理的に説
明することに成功している。 
第五に、先行研究では論及されることがなかった統治制度に内在する問題を抽出する目
的で、憲法改正変遷史を軸として分析を行っている。今回実施した政治意識調査の結果か
らも統治制度に「地域主義」の原因があると考える人々が多く存在してことからも統治制
度に内在化している韓国政治の問題点を分析することは意義のあることである。 
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しかし、本論文に問題点がないわけではない。特に韓国の「地域主義」をめぐる検討の
際、いかなる位置取りで歴史的要素を取り込んでいけばいいのか、という点では思想史的
な跡付けを含む先行研究の一層の検討と研究が求められよう。また、「우리（ウリ）共同体」
意識と「우리（ウリ）共同体」構造という概念を新たに提示する場合、日本で展開された
「村落共同体」論や他の共同体論との対比でいかなる韓国的特徴を付与すべきか、といっ
た点でさらなる検討の余地は残されている。また、「地域主義」に関する全国規模の政治意
識調査とそれに基づいた実証分析を試みる際、質問項目間のクロス集計を実施した場合、
一層「地域主義」の内実が深堀できたものと想定される。 
本論文には、こうした今後深めるべき点がないわけではないが、地域主義研究に意識調
査を盛り込んで新境地を開拓した点で大きな意味を有しており、本研究はその方向性を視
野に入れた先駆的研究であり、この領域の研究に多大な示唆を与えられると考えられるの
である。  
 
3. 結論 
 
我々審査委員は森康郎が提出した学位請求論文を慎重に査読し、 2010 年 11 月 5 日に
面接試験を実施した。この面接を踏まえ総合的に分析した結果、その高い問題意識、研究
能力、研究成果の諸点からみて、審査委員は、全員一致で、本論文が早稲田大学博士（学
術）に該当するものであると判断した。 
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